
教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業
の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援
給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び
仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施を
確保するための基本的な指針（抜粋）

（令和５年内閣府告示第27号）

改正案

令和５年１０月１９日

参考資料３



別表第一 市町村計画必須記載事項

事 項 内 容

一 教育・保育提供設定区域の設定 教育・保育提供区域の設定の趣旨及び内容、各教育・保育提供区の設定域の状況
等を定めること。

二 各年度における教育・保育の量の見
込み並びに実施しようとする教育・保育
の提供体制の確保の内容及びその実施時
期

一 各年度における教育・保育の量の見込み
別表第二の参酌標準を参考として、各年度における市町村全域及び各教育・保育

提供区域について、認定区分ごと（法第十九条第三号に掲げる小学校就学前子ども
に該当する子どもにあっては、年齢区分ごと。次号、次表第二号及び別表第五第二
号において同じ。）の教育・保育の量の見込み（満三歳未満の子どもについては保
育利用率を含む。）を定め、その算定に当たっての考え方
を示すこと。
二 実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期
認定区分ごと及び特定教育・保育施設（特定教育・保育施設に該当しない幼稚園

を含む）又は特定地域型保育事業の区分ごとの提供体制の確保の内容及びその実施
時期を定めること。

三 各年度における地域子ども・子育て
支援事業の量の見込み並びに実施しよう
とする地域子ども・子育て支援事業の提
供体制の確保の内容及びその実施時期

一 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み
別表第三の参酌標準を参考として、各年度における市町村全域及び各教育・保育

提供区域について、地域子ども・子育て支援事業の種類ごとの量の見込みを定め、
その算定に当たっての考え方を示すこと。
二 実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びそ
の実施時期
地域子ども・子育て支援事業の種類ごとの提供体制の確保の内容及びその実施時

期を定めること。

四 子ども・子育て支援給付に係る教
育・保育の一体的提供及び当該教育・保
育の推進に関する体制の確保の内容

認定こども園の普及に係る基本的考え方等を定めるほか、教育・保育及び地域子
ども・子育て支援事業の役割、提供の必要性等に係る基本的考え方及びその推進方
策、地域における教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の連携並びに認定こ
ども園、幼稚園及び保育所と小学校等との連携の推進方策を定めること。

五 子育てのための施設等利用給付の円
滑な実施の確保の内容

子育てのための施設等利用給付の実施に当たって、公正かつ適正な支給の確保、
保護者の経済的負担の軽減や利便性等を勘案しつつ、給付方法について検討を行う
こと等を定めること。

※国が示す基本的な指針から都道府県・市町村子ども・子育て支援事業支援計画の記載事項に関わる項目を抜粋



別表第二 教育・保育の参酌標準

事 項 内 容

一 法第十九条第一号に掲げる小学校就
学前子どもに該当する子ども

満三歳以上の小学校就学前子どもの数から法第十九条第二号に掲げる小学校就学
前子どもに該当する子どもの数を除いた数を基本として、保護者の利用希望等を勘
案して、計画期間内における必要利用定員総数を設定すること。

二 法第十九条第二号及び第三号に掲げ
る小学校就学前子どもに該当する子ども

認定区分ごとに、現在の保育の利用状況(認可外保育施設の利用及び幼稚園の預
かり保育の定期的な利用を含む。)を基本として、保護者の利用希望等を勘案する
とともに、「子育て安心プラン」を踏まえ、計画期間内における必要利用定員総数
を設定すること。



別表第三 地域子ども・子育て支援事業の参酌標準

事 項 内 容

一 利用者支援に関する事業 利用希望把握調査等により把握した、子ども・子育て支援に係る情報提供、相談
支援等の利用希望に基づき、子ども又は子どもの保護者の身近な場所で必要な支援
を受けられるよう、地域の実情、関係機関との連携の体制の確保等に配慮しつつ、
計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。
目標事業量の設定に当たっては、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条

件、子育てに関する施設の整備の状況等を総合的に勘案して定める区域（中学校区
を目安とする。）ごとに、地域子育て相談機関の整備に努めることとされているこ
とも考慮すること。

二 時間外保育事業 利用希望把握調査等により把握した、小学校就学前子どもの保育に係る希望利用
時間帯を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定するこ
と。

三 放課後児童健全育成事業 小学校就学前子どもに係る保育との連続性を重視しつつ、待機児童を解消する観
点から、ニーズを幅広く想定し、前年度における五歳児のうち、法第十九条第二号
の認定を受けると見込まれる者や幼稚園における預かり保育の定期利用が見込まれ
る者等の数に基づき想定した利用希望又は利用希望把握調査により把握した放課後
児童健全育成事業に係る利用希望を勘案して、計画期間内における適切と考えられ
る目標事業量を設定すること。
また、目標事業量の設定に当たっては、「新・放課後子ども総合プラン」におい

ては、女性就業率が八十％程度となることを想定して、令和元年度から令和五年度
末までに約三十万人分の整備を行うこととしており、地域における女性就業率の動
向をも配慮すること。

四 子育て短期支援事業 利用希望把握調査等により把握した、子育て短期支援事業の利用希望、児童虐待
に係る相談に応じた実績、児童福祉法第二十一条の十八第一項の規定に基づく利用
の勧奨及び利用の支援並びに同条第二項に基づく支援の提供が見込まれる者の数等
に基づき、子育て援助活動支援事業等の他の事業による対応の可能性も勘案しなが
ら、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。

五 乳児家庭全戸訪問事業 出生数等を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定す
ること。



別表第三 地域子ども・子育て支援事業の参酌標準

事 項 内 容

六 養育支援訪問事業及び要保護児童対
策地域協議会その他の者による要保護児
童等に対する支援に資する事業

児童福祉法第六条の三第五項に規定する要支援児童及び特定妊婦並びに同条第八
項に規定する要保護児童の数、児童虐待に係る相談に応じた実績、児童福祉法第二
十一条の十八第一項の規定に基づく利用の勧奨及び利用の支援並びに同条第二項に
基づく支援の提供が見込まれる者の数等を勘案して、計画期間内における適切と考
えられる目標事業量を設定すること。

七 地域子育て支援拠点事業 利用希望把握調査等により把握した、地域子育て支援拠点事業の希望利用日数等に
基づき、居宅より容易に移動することが可能な範囲で利用できるよう配慮しながら、
計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。

八 一時預かり事業 利用希望把握調査等により把握した、小学校就学前子どもを一時的に第三者に預
けた日数（幼稚園の預かり保育を利用した日数（幼稚園の預かり保育を定期的に利
用した場合を除く。）を含む。）の実績に、今後の利用希望を加えたものを勘案し
て、子育て援助活動支援事業等の他の事業による対応の可能性も勘案しながら、計
画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。
なお、目標事業量の設定に当たっては、児童福祉法第二十一条の十八に基づき、

事業の提供が必要であると認められる者に対して事業の利用を勧奨し、及びその利
用ができるよう支援することとされていること、また、やむを得ない事由により利
用の勧奨及び支援を行っても事業の利用が著しく困難であると認めるときは、事業
による支援を提供できることに留意すること。

九 病児保育事業 以下のいずれかの方法で設定すること。
一 法第十九条第二号又は第三号に掲げる小学校就学前子どもに該当する子どもの
数を病児保育事業の利用可能性がある者と捉えた上で、利用希望把握調査等により
把握した事業の利用実績及び利用希望を勘案して、計画期間内における適切と考え
られる目標事業量を設定すること。
二 利用希望把握調査等により把握した事業の利用実績及び利用希望を勘案して、
市町村が適切と考える区域ごとに整備されるよう、計画期間内における適切と考え
られる目標事業量を設定すること。



別表第三 地域子ども・子育て支援事業の参酌標準

事 項 内 容

十 子育て援助活動支援事業 利用希望把握調査等により把握した、子どもを一時的に第三者に預けた日数（幼
稚園の預かり保育を定期的に利用した場合を除く。）の実績に基づき、一時預かり
事業等の他の事業による対応の可能性も勘案しながら、計画期間内における適切と
考えられる目標事業量を設定すること。

十一 妊婦に対して健康診査を実施する
事業

母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第十三条第二項の規定による内閣総
理大臣が定める望ましい基準及び各年度の同法第十五条に規定する妊娠の届出件数
を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。



別表第四 市町村子ども・子育て支援事業計画任意記載事項

事 項 内 容

一 市町村子ども・子育て支援事業計画
の理念等

市町村子ども・子育て支援事業計画に係る法令の根拠、基本理念、目的等を記載
すること。

二 産後の休業及び育児休業後における
特定教育・保育施設等の円滑な利用の確
保に関する事項

育児休業満了時（原則一歳到達時）からの特定教育・保育施設又は特定地域型保
育事業の利用を希望する保護者が、育児休業満了時から利用できるような環境を整
えることが重要であることに留意しつつ、産前・産後休業、育児休業期間中の保護
者に対する情報提供や相談支援等、特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業の
計画的な整備等、各市町村の実情に応じた施策を定めること。

三 子どもに関する専門的な知識及び技
術を要する支援に関する都道府県が行う
施策との連携に関する事項

児童虐待防止対策の充実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進、障害児施策
の充実等について、都道府県が行う施策との連携に関する事項及び各市町村の実情
に応じた施策を定めること。

四 労働者の職業生活と家庭生活との両
立が図られるようにするために必要な雇
用環境の整備に関する施策との連携に関
する事項

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し及び仕事と子育ての両立のため
の基盤整備について、各市町村の実情に応じた施策を定めること。

四の二 地域子ども・子育て支援事業を
行う市町村その他の当該市町村において
子ども・子育て支援の提供を行う関係機
関相互の連携の推進に関する事項

関係機関の連携会議の開催等及び関係機関の連携を推進する取組の促進について、
各市町村の実情に応じた施策を定めること。

五 市町村子ども・子育て支援事業計画
の作成の時期

市町村子ども・子育て支援事業計画の作成の時期を定めること。

六 市町村子ども・子育て支援事業計画
の期間

市町村子ども・子育て支援事業計画の期間（五年間）を定めること。

七 市町村子ども・子育て支援事業計画
の達成状況の点検及び評価

各年度における市町村子ども・子育て支援事業計画の達成状況を点検及び評価す
る方法等を定めること。



別表第五 都道府県計画必須記載事項

事 項 内 容

一 都道府県設定区域の設定 都道府県設定区域の趣旨及び内容、各都道府県設定区域の状況等を定めること。

二 各年度における教育・保育の量の見
込み並びに実施しようとする教育・保育
の提供体制の確保の内容及びその実施時
期

一 各年度における教育・保育の量の見込み
別表第六の参酌標準を参考として、各年度における都道府県全域及び都道府県設

定区域について、認定区分ごとの教育・保育の量の見込みを定め、その算定に当
たっての考え方を示すこと。
二 実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期
認定区分ごと及び特定教育・保育施設（ 特定教育・保育施設に該当しない幼稚

園を含む。） 又は特定地域型保育事業の区分ごとの提供体制の確保の内容及びそ
の実施時期を定めること。

三 子ども・子育て支援給付に係る教
育・保育の一体的提供及び当該教育・保
育の推進に関する体制の確保の内容に関
する事項

都道府県設定区域ごとの認定こども園の目標設置数及び設置時期、幼稚園及び保
育所から認定こども園への移行に必要な支援その他認定こども園の普及に係る基本
的考え方等を定めるほか、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の役割、提
供の必要性等に係る基本的考え方及びその推進方策、地域における教育・保育施設
及び地域型保育事業を行う者の連携並びに認定こども園、幼稚園及び保育所と小学
校等との連携の推進方策を定めること。

四 子育てのための施設等利用給付の円
滑な実施の確保を図るために必要な市町
村との連携に関する事項

市町村による子育てのための施設等利用給付の円滑な実施が行われるよう、特定
子ども・子育て支援施設等の確認や公示、指導等の法に基づく市町村の事務の執行
や権限の行使に際し、施設等の所在、運営状況、監査状況等の情報共有、立入検査
への同行、関係法令に基づく是鄭指導等を行うなど、都道府県におけるこれらの連
携の推進方策等を定めること。

五 特定教育・保育及び特定地域型保育
を行う者並びに地域子ども・子育て支援
事業に従事する者の確保及び資質の向上
のために講ずる措置に関する事項

特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並びに地域子ども・子育て支援事業
に従事する者の確保又は質の向上のために講ずる措置に関する事項（ 特定教育・
保育及び特定地域型保育を行う者の見込み数を含む。）等を定めること。

六 子どもに関する専門的な知識及び技
術を要する支援に関する施策の実施に関
する事項並びにその円滑な実施を図るた
めに必要な市町村との連携に関する事項

児童虐待防止対策の充実、社会的養護体制の充実、母子家庭及び父子家庭の自立
支援の推進並びに障害児施策の充実等について、都道府県の実情に応じた施策及び
その実施のために必要な市町村との連携に関する事項を定めること。



別表第七 都道府県計画任意記載事項

事 項 内 容

一 都道府県子ども・子育て支援事業支
援計画の基本理念等

都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に係る法令の根拠、基本理念、目的及
び特色等を記載すること。

二 市町村の区域を超えた広域的な見地
から行う調整に関する事項

市町村子ども・子育て支援事業計画の作成時及び特定教育・保育施設の利用定員
の設定時における都道府県と市町村の協議及び調整等に係る事項を定めること。

三 教育・保育情報の公表に関する事項 事業者が提供する教育・保育に係る教育・保育情報の公表に関する実施体制の整
備を始めとする教育・保育情報の公表に関する事項を定めること。

四 労働者の職業生活と家庭生活との両
立が図られるようにするために必要な雇
用環境の整備に関する施策との連携に関
する事項

仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し及び仕事と子育ての両立のため
の基盤整備について、各都道府県の実情に応じた施策を定めること。

五 都道府県子ども・子育て支援事業支
援計画の作成の時期

都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成の時期を定めること。

六 都道府県子ども・子育て支援事業支
援計画の期間

都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の期間（ 五年間） を定めること。

七 都道府県子ども・子育て支援事業支
援計画の達成状況の点検及び評価

各年度における都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の達成状況を点検及び
評価する方法等を定めること。

別表第六 教育・保育の参酌標準

事 項 内 容

法第十九条各号に掲げる小学校就学前子ど
もに係る教育・保育

市町村子ども・子育て支援事業計画における数値を都道府県設定区域ごとに集
計したものを基本として、第三の五の１の規定を踏まえて都道府県設定区域ごと
の広域調整を行ったものを定めること。


